
防地労第６５５５号

２８． ３．２９

一部改正 防地労第８３４４号

３ １ ． ４ ． ２ ６

一部改正 防地労第２０７５７号

令和２年１２月２８日

一部改正 防地労第５１１７号

令和３年３月２６日

各地方防衛局長 殿

地方協力局長

（公印省略）

駐留軍等労働者の福利厚生に関する事務の処理について（通知）

標記について、別紙第１から別紙第５までのとおり定めたので、遺漏のないよ

う措置されたい。

添付書類：別紙第１～別紙第５



別紙第１

駐留軍等労働者の社会保険に関する事務処理要領

（目的）

第１ この要領は、駐留軍等労働者の社会保険に関する事務の処理に必要な手続を定める

ことを目的とする。

（定義）

第２ この要領において「駐留軍等労働者」とは、日本国とアメリカ合衆国との間の相互

協力及び安全保障条約に基づき日本国にあるアメリカ合衆国の軍隊又は日本国とアメリ

カ合衆国との間の相互協力及び安全保障条約第六条に基づく施設及び区域並びに日本国

における合衆国軍隊の地位に関する協定第１５条第１項（ａ）に規定する諸機関に労務

を提供するため、国が雇用する者をいう。

２ この要領において「社会保険各法」とは、次に掲げるものをいう。

（１）健康保険法（大正１１年法律第７０号）

（２）船員保険法（昭和１４年法律第７３号）

（３）労働者災害補償保険法（昭和２２年法律第５０号）

（４）厚生年金保険法（昭和２９年法律第１１５号）

（５）国民年金法（昭和３４年法律第１４１号）

（６）労働保険の保険料の徴収等に関する法律（昭和４４年法律第８４号）

（７）子ども・子育て支援法（平成２４年法律第６５号）

（８）雇用保険法（昭和４９年法律第１１６号）

（９）介護保険法（平成９年法律第１２３号）

（１０）確定拠出年金法（平成１３年法律第８８号）

（１１）石綿による健康被害の救済に関する法律（平成１８年法律第４号）

（被保険者の資格の取得の届出等）

第３ 地方防衛局長又は地方防衛事務所長（以下「地方防衛局長等」という ）は、独立。

行政法人駐留軍等労働者労務管理機構支部長（以下「支部長」という ）から、社会保。



険各法の規定により事業主、事業所又は船舶所有者（以下「事業主等」という ）が行。

うこととされている被保険者の資格の取得の届出に係る書類その他の行為に係る書類の

送付を受けたときは、その内容を確認の上、事業主の証明等を行い、支部長に送付する

ものとする。

（被保険者証等の交付等）

第４ 地方防衛局長等は、関係行政機関又は駐留軍要員健康保険組合から、社会保険各法

の規定により事業主等が行うこととされている被保険者証の交付に係る書類その他の行

為に係る書類の送付を受けたときは、支部長に送付するものとする。

（出産手当金請求書等への証明等）

第５ 地方防衛局長等は、支部長から、社会保険各法の規定により事業主等が行うことと

されている出産手当金請求書への証明に係る書類その他の行為に係る書類の送付を受け

、 、 、 。たときは その内容を確認の上 事業主の証明等を行い 支部長に送付するものとする

（保険料等の納付等）

第６ 保険料又は拠出金の納付は、次のとおりとする。

（１）健康保険料及び介護保険料について

ア 地方防衛局長等は、駐留軍要員健康保険組合から、健康保険法の規定により事業

主等が行うこととされている健康保険料及び介護保険料の納入の告知に係る書類の

送付を受けたときは、告知額の確認のため、これを支部長に送付するものとする。

、 、 、イ 地方防衛局長等は 支部長から アにより確認された書類の送付を受けたときは

その内容を精査の上、納付額を決定し、駐留軍要員健康保険組合に納付するものと

する。

（２）船員保険料、厚生年金保険料及び子ども・子育て拠出金について

ア 地方防衛局長等は、関係行政機関から、船員保険法、厚生年金保険法及び子ども

・子育て支援法の規定により事業主等が行うこととされている船員保険料、厚生年

金保険料及び子ども・子育て拠出金の納入の告知に係る書類を受けたときは、告知

額の確認のため、これを支部長に送付するものとする。

、 、 、イ 地方防衛局長等は 支部長から アにより確認された書類の送付を受けたときは



その内容を精査の上、納付額を決定し、関係行政機関に納付するものとする。

（３）労働者災害補償保険料、雇用保険料及び石綿による健康被害の救済に関する一般拠

出金について

ア 地方防衛局長等は、関係行政機関から、労働者災害補償保険料に係る労災保険料

率決定通知書並びに労働保険の保険料の徴収等に関する法律施行規則（昭和４７年

労働省令第８号）の様式第６号による概算保険料申告書、増加概算保険料申告書及

び確定保険料申告書（以下「申告書」という ）の送付を受けたときは、その額の。

確認のため、労働保険料率決定通知書の写し及び申告書を支部長に送付するものと

する。

イ 地方防衛局長等は、支部長から、アにより確認された申告書の送付を受けたとき

は、その内容を精査の上、納付額を決定し、関係行政機関に申告書を送付するとと

もに、納付額を納付するものとする。

（その他）

第７ この要領に定めるもののほか、駐留軍等労働者の社会保険に関する事務の処理に必

要な事項は、地方協力局労務管理課長が定める。



別紙第２

駐留軍等労働者の保健及び安全の保持に関する事務処理要領

（目的）

第１ この要領は、駐留軍等労働者の保健及び安全の保持に関する事務の処理に必要な手

続を定めることを目的とする。

（定義）

第２ この要領において「駐留軍等労働者」とは、日本国とアメリカ合衆国との間の相互

協力及び安全保障条約に基づき日本国にあるアメリカ合衆国の軍隊又は日本国とアメリ

カ合衆国との間の相互協力及び安全保障条約第六条に基づく施設及び区域並びに日本国

における合衆国軍隊の地位に関する協定第１５条第１項（ａ）に規定する諸機関に労務

を提供するため、国が雇用する者をいう。

（衛生管理者の選任等）

第３ 地方防衛局長又は地方防衛事務所長（以下「地方防衛局長等」という ）は、独立。

行政法人駐留軍等労働者労務管理機構支部長（以下「支部長」という ）から、働安全。

衛生法（昭和４７年法律第５７号）第１２条第１項に規定する衛生管理者（労働安全衛

生規則（昭和４７年労働省令第３２号）第８条の規定に定めるところにより選任される

衛生管理担当者を含む。以下同じ ）の選任に係る書類の送付を受けたときは、その内。

容を精査の上、衛生管理者を選任し、別記第１号様式により支部長を通じて本人に通知

するものとする。

２ 地方防衛局長等は、支部長から、労働安全衛生規則の様式第３号による衛生管理者選

任報告の送付を受けたときは、その内容を確認の上、これに記名し、支部長に送付する

ものとする。

３ 地方防衛局長等は、支部長から、衛生管理者の選任状況及び安全衛生委員会の運営状

況に係る書類の送付を受けたときは、その内容を確認の上、これを速やかに地方協力局

長に提出するものとする。

４ 地方防衛局長等は、支部長から、衛生管理者資格を取得するための講座及び免許試験



（この項において「講座等」という ）の参加に係る書類の送付を受けたときは、その。

内容を精査の上、講座等の参加を速やかに決定し、別記第２号様式により支部長に通知

するものとする。

５ 地方防衛局長等は、支部長から、衛生管理者として選任した駐留軍等労働者による講

習会及び研修（この項において「講習会等」という ）の参加に係る書類の送付を受け。

たときは、その内容を精査の上、講習会等の参加を速やかに決定し、別記第３号様式に

より支部長に通知するものとする。

（救急薬品等の購入の決定等）

第４ 地方防衛局長等は、支部長から、救急薬品等（薬品類、衛生器材類、医療品具類、

衛生に関する図書類及び救急薬品箱をいう。この項において同じ ）の購入に係る書類。

の送付を受けたときは、その内容を精査の上、救急薬品等の購入を速やかに決定し、別

記第４号様式により支部長に通知するものとする。

２ 地方防衛局長等は、別記第５号様式による安全衛生計画費実施状況報告書を作成し、

各四半期が経過した後２０日以内に地方協力局長に提出するものとする。

（災害の報告）

第５ 地方防衛局長等は、支部長から、駐留軍等労働者の死亡又は重傷に係る書類の送付

を受けたときは、その内容を確認の上、直ちにこれを地方協力局長に送付しなければな

らない。

、 、 、２ 地方防衛局長等は 支部長から 次に掲げる規定に基づく書類の送付を受けたときは

その内容を確認の上、これに記名し、支部長に送付するものとする。

（１）労働安全衛生規則第９６条第１項

（２）労働安全衛生規則第９７条第１項及び第２項

（３）船員法施行規則（昭和２２年運輸省令第２３号）第７３条第１項

３ 地方防衛局長等は、支部長から、業務上災害又は通勤災害の発生に係る書類の送付を

受けたときは、その内容を確認の上、速やかに地方協力局長に提出するものとする。

（書類の経由）

、 、第６ 地方防衛事務所長は 支部長から送付された書類を地方協力局長に提出するときは



地方防衛局長を経由しなければならない。

（その他）

第７ この要領に定めるもののほか、駐留軍等労働者の保健及び安全の保持に関する事務

の処理に必要な事項は、地方協力局労務管理課長が定める。



（第３関係）別記第１号様式

衛 生 管 理（担 当）者 選 任 通 知 書

所 属

氏 名 殿

この度、貴殿を○○○○（施設名）における衛生管理（担当）者として

選任したので通知します。

担当事務：１ 衛生管理（担当）者としての事務

２ 救急薬品等の保管及び補充に関する事務

令和 年 月 日

地方防衛局長又は地方防衛事務所長

○ ○ ○ ○

注：選任した候補者が、衛生管理者の資格を有しない者であるときは、標題

を「衛生管理担当者選任通知書」とすること。



（第３関係）別記第２号様式

令和 年 月 日

独立行政法人

駐留軍等労働者労務管理機構○○支部長 殿

○○防衛局長

○○防衛事務所長

講座等参加計画書について(通知)

○○○第○号（令和 年 月 日）により送付された標記について、別添のとおり

決定したので通知します。

添付書類：講座等参加計画書



（第３関係）別記第３号様式

令和 年 月 日

独立行政法人

駐留軍等労働者労務管理機構○○支部長 殿

○○防衛局長

○○防衛事務所長

講習会等参加計画書について(通知)

○○○第○号（令和 年 月 日）により送付された標記について、別添のと

おり決定したので通知します。

添付書類：講習会等参加計画書



(第４関係)別記第４号様式

令和 年 月 日

独立行政法人

駐留軍等労働者労務管理機構○○支部長 殿

○○防衛局長

○○防衛事務所長

救急薬品等購入計画書について(通知)

○○○第○号（令和 年 月 日）により送付された標記について、別添のとおり

決定したので通知します。

添付書類：救急薬品等購入計画書



安全衛生計画費実施状況報告書（ 年度 第 ／四半期）令和

（ 局・事務所）

購 入 品 目 単 価 数 量 金 額 購入時期 備 考

円 円

別
記
第
５
号
様
式
(
第
４
関
係
）



別紙第３

駐留軍等労働者の財形貯蓄契約等に関する事務処理要領

（目的）

第１ この要領は、駐留軍等労働者の財形貯蓄契約等に関する事務の処理に必要な手続を

定めることを目的とする。

（定義）

第２ この要領において「駐留軍等労働者」とは、日本国とアメリカ合衆国との間の相互

協力及び安全保障条約に基づき日本国にあるアメリカ合衆国の軍隊又は日本国とアメリ

カ合衆国との間の相互協力及び安全保障条約第六条に基づく施設及び区域並びに日本国

における合衆国軍隊の地位に関する協定第１５条第１項（ａ）に規定する諸機関に労務

を提供するため、国が雇用する者をいう。

２ この要領において「財形貯蓄契約等」とは、勤労者財産形成促進法（昭和４６年法律

第９２号。第６条第１項に規定する勤労者財産形成貯蓄契約（以下「財形貯蓄契約」と

。）、 （ 「 」いう 同条第２項に規定する勤労者財産形成年金貯蓄契約 以下 財形年金貯蓄契約

という ）及び同条第４項に規定する勤労者財産形成住宅貯蓄契約（以下「財形住宅貯。

蓄契約」という ）をいう。。

「 」 、 。３ この要領において 貯蓄者 とは 財形貯蓄契約等を締結した駐留軍等労働者をいう

４ この要領において「財形貯蓄取扱機関」とは、次に掲げる機関をいう。

（１）銀行、信用金庫、労働金庫、信用協同組合その他の金融機関、信託会社（信託業法

（ ） 。）平成１６年法律第１５４号 第３条又は第５３条第１項の免許を受けたものに限る

又は証券会社

（２）生命保険会社（保険業法（平成７年法律第１０５号）第２条第３項に規定する生命

保険会社及び同条第８項に規定する外国生命保険会社等をいう 、独立行政法人郵便。）

貯金・簡易生命保険管理機構、農業協同組合法（昭和２２年法律第１３２号）第１０

条第１項第１０号の事業のうち生命共済の事業を行う農業協同組合若しくはその他生

命共済の事業を行う者

（３）損害保険会社（保険業法第２条第４項に規定する損害保険会社及び同条第９項に規



定する外国損害保険会社等をいう ）。

（４）地方住宅供給公社、沖縄振興開発金融公庫又は独立行政法人都市再生機構

（財形貯蓄契約等の事務の取扱いに関する覚書の締結）

第３ 地方防衛局長又は地方防衛事務所長（以下「地方防衛局長等」という ）は、独立。

行政法人駐留軍等労働者労務管理機構支部長（以下「支部長」という ）及び駐留軍等。

労働者が財形貯蓄契約等を締結する財形貯蓄取扱機関と、別記様式による駐留軍等労働

者の財形貯蓄契約等の事務の取扱いに関する覚書を締結するものとする。

（財形貯蓄契約等の取扱い）

第４ 地方防衛局長等は、財形貯蓄契約等を次のとおり取り扱うものとする。

（１）既に財形貯蓄契約を締結している駐留軍等労働者は、新たに財形貯蓄契約を締結す

ることができない。財形年金貯蓄契約及び財形住宅貯蓄契約についても同様とする。

（２）預入等の開始及び額の変更は、各年１１月とする。

（３）預入等の時期は、毎月、毎月並びに夏季手当及び年末手当の支給時又は夏季手当及

び年末手当の支給時のいずれかとする。

（４）毎月の預入等の額は、同額かつ１，０００円又は１，０００円の整数倍とする。

（５）夏季手当及び年末手当の預入等の額は、同額かつ１，０００円又は１，０００円の

の整数倍とする。

（財形貯蓄契約等の申込み）

第５ 地方防衛局長等は、支部長から、財形貯蓄契約等の申込みに係る書類の送付を受け

、 、 、 。たときは その内容を確認の上 これに記名及び押印し 支部長に送付するものとする

（転職に伴う財形貯蓄契約等の承継）

第６ 地方防衛局長等は、支部長から、転職に伴う財形貯蓄契約等の承継に係る書類の送

付を受けたときは、その内容を確認の上、これに記名及び押印し、支部長に送付するも

のとする。

（控除、預入等を行うための書類の受理）



第７ 地方防衛局長等は、支部長から、貯蓄者に係る毎月の給与、夏季手当及び年末手当

から控除、預入等を行うための書類を受理するものとする。

（住所、氏名等の変更）

第８ 地方防衛局長等は、支部長から、貯蓄者の住所、氏名その他の届出事項の変更に係

る書類の送付を受けたときは、その内容を確認の上、これに記名及び押印し、支部長に

送付するものとする。

（異動の処理）

第９ 地方防衛局長等は、支部長から、貯蓄者の異動に係る書類の送付を受けたときは、

その内容を確認の上、これに記名及び押印し、支部長に送付するものとする。

（預入等の額の変更）

第１０ 地方防衛局長等は、預入等の額の変更に係る書類の送付を受けたときは、その内

容を確認の上、これに記名及び押印し、支部長に送付するものとする。

（非課税貯蓄最高限度額の変更）

第１１ 地方防衛局長等は、支部長から、財形年金貯蓄契約又は財形住宅貯蓄契約の非課

税貯蓄最高限度額の変更に係る書類の送付を受けたときは、その内容を確認の上、これ

に記名及び押印し、支部長に送付するものとする。

（預入等の中断）

、 、 、第１２ 地方防衛局長等は 支部長から 預入等の中断に係る書類の送付を受けたときは

その内容を確認の上、これに記名及び押印し、支部長に送付するものとする。

（預入等の再開）

、 、 、第１３ 地方防衛局長等は 支部長から 預入等の再開に係る書類の送付を受けたときは

その内容を確認の上、これに記名及び押印し、支部長に送付するものとする。

（解約）



第１４ 地方防衛局長等は、支部長から、解約に係る書類の送付を受けたときは、その内

容を確認の上、これに記名及び押印し、支部長に送付するものとする。

（非課税廃止）

第１５ 地方防衛局長等は、支部長から、財形年金貯蓄契約又は財形住宅貯蓄契約の非課

、 、 、税廃止に係る書類の送付を受けたときは その内容を確認の上 これに記名及び押印し

支部長に送付するものとする。

（退職及び積立の終了）

第１６ 地方防衛局長等は、支部長から、財形貯蓄契約等の退職等に係る書類及び財形年

金貯蓄契約の積立の終了に係る書類の送付を受けたときは、その内容を確認の上、これ

に記名及び押印し、支部長に送付するものとする。

（預替え）

第１７ 地方防衛局長等は、支部長から、預替えに係る書類の送付を受けたときは、その

内容を確認の上、これに記名及び押印し、支部長に送付するものとする。

（財形貯蓄取扱機関が破綻した場合等の預替えの特例）

第１８ 地方防衛局長等は、支部長から、財形貯蓄取扱機関が破綻した場合等の預替えに

係る書類の送付を受けたときは、その内容を確認の上、これに記名及び押印し、支部長

に送付するものとする。

（駐留軍等労働者への周知）

第１９ 地方防衛局長等は、財形貯蓄契約等の制度を駐留軍等労働者に支部長を通じて周

知するものとする。

（関係書類の保存期間）

第２０ 財形貯蓄契約等に係る書類の保存期間は、処理の完結した日の属する会計年度の

翌会計年度の４月１日から起算して５年間とする。

（その他）



第２１ この要領に定めるもののほか、駐留軍等労働者の財形貯蓄契約等に関する事務の

処理に必要な事項は、地方協力局労務管理課長が定める。



（第３関係）別記様式

駐留軍等労働者の財形貯蓄契約等の事務の取扱いに関する覚書

日米両国政府を代表する機関によって締結された基本労務契約、船員契約及び

諸機関労務協約に基づいてアメリカ合衆国の軍隊又はその関係機関に勤務する駐

留軍等労働者（以下「従業員」という ）に対する勤労者財産形成貯蓄契約、勤。

労者財産形成年金貯蓄契約及び勤労者財産形成住宅貯蓄契約（以下「財形貯蓄契

」 。） 、 （ ）約等 という について 防衛局長 防衛事務所長

（以下「甲」という 、独立行政法人駐留軍等労働者労務管理機構 支部長。）

（以下「乙」という ）及び財形貯蓄取扱機関（以下「丙」という ）。 。

とは、次の条項によって事務取扱に係る覚書を締結し、信義に従って誠実にこれ

を履行する。

（財形貯蓄契約等に係る書類）

第１条 乙は、従業員から財形貯蓄契約等に係る書類を受理したときは、記載事

項を確認の上、 （以下「幹事金融機関等」という ）を経由して。

丙に提出するものとする。

（貯蓄者の控除等に係る明細書）

第２条 丙は、財形貯蓄契約等に係る毎月の給与、夏季手当及び年末手当（以下

「給与等」という ）からの控除、預入等を行うための明細書を基本労務契約。

及び船員契約の従業員と諸機関労務契約の従業員別に３通を作成し、幹事金融

（ 「 」 。）機関等を経由して財形貯蓄契約等を締結した従業員 以下 貯蓄者 という

の給与等の支払日までに乙に提出するものとする。

２ 乙は、前項の書類を受理したときは、その内容の確認及び修正を行い、１通

を原則として預貯金等の預入等相当額の支払日の 日前までに甲及び幹事金融

機関等を経由して丙に送付するものとする。

（払込み）

第３条 甲は、前条の書類に基づき貯蓄者の給与等から預貯金等の相当額を控除

し、幹事金融機関等を経由して給与等の支払日以後 日以内に丙に払込むもの

とする。

（貯蓄者に係る事務手続）

第４条 丙は、貯蓄者の財形貯蓄契約等を証する書類を作成し、直接貯蓄者に送

付するものとする。

２ 丙は、乙用及び貯蓄者用の財形貯蓄契約等に係る貯蓄者別の残高報告書（こ

の項において「残高報告書」という ）を作成し、乙用の残高報告書は幹事金。



融機関等を経由して乙に提出し、貯蓄者用の残高報告書は、直接貯蓄者に送付

するものとする。

３ 丙は、貯蓄者の解約手続が完了したときは、乙に通知するものとする。

（協議）

第５条 この契約に定めのない事項及び契約に関して生じた疑義は、甲、乙及び

丙が協議して解決するものとする。

この契約の証として、覚書３通を作成し、甲乙丙それぞれ各１通を保有する。

令和 年 月 日

甲 ○○県○○市○○町○○丁目○○番地○○号

○○防衛局長（○○防衛事務所長）

,○○ ○○

乙 ○○県○○市○○町○○丁目○○番地○○号

独立行政法人駐留軍等労働者労務管理機構

○○支部長

,○○ ○○

丙 ○○県○○市○○町○○丁目○○番地○○号

（財形貯蓄取扱機関名）

,○○ ○○



別紙第４

駐留軍等労働者の宿舎に供される行政財産の管理に関する事務処理要領

（目的）

第１ この要領は、駐留軍等労働者の宿舎に供される行政財産の管理に関する事務の処理

に必要な手続を定めることを目的とする。

（定義）

第２ この要領において「駐留軍等労働者」とは、日本国とアメリカ合衆国との間の相互

協力及び安全保障条約に基づき日本国にあるアメリカ合衆国の軍隊又は日本国とアメリ

カ合衆国との間の相互協力及び安全保障条約第六条に基づく施設及び区域並びに日本国

における合衆国軍隊の地位に関する協定第１５条第１項（ａ）に規定する諸機関に労務

を提供するため、国が雇用する者をいう。

２ この要領において「被貸与者」とは、宿舎の貸与を受けた駐留軍等労働者又は主とし

てその収入により生計を維持する者若しくは宿舎の貸与を受けた駐留軍等労働者と同居

することを承認された者をいう。

（管理の機関）

第３ 宿舎の管理は、地方防衛局長（以下「局長」という ）が行うものとする。。

２ 局長は、宿舎の管理上必要があるときは、宿舎の管理人を置き、宿舎に居住させ、か

つ、宿舎の管理に関する事務を補助させることができる。

３ 前項に規定する管理人の宿舎については、被貸与者の宿舎に関する規定を準用する。

（被貸与者に対する監督）

第４ 局長は、被貸与者がこの要領に定める義務を守っているかどうかを監督し、常に宿

舎の管理の適正を図らなければならない。

（被貸与者の選定）

第５ 局長は、駐留軍等労働者の勤務態様、職種その他の事情を勘案して宿舎の貸与を受



ける駐留軍等労働者を選定するものとする。

（宿舎貸与申請書等の提出等）

第６ 局長は、宿舎を貸与しようとするときは、貸与を受けようとする駐留軍等労働者か

ら別記第１号様式による宿舎貸与申請書を地方防衛事務所長（以下「所長」という ）。

を通じて提出させなければならない。

２ 局長は、前項の宿舎貸与申請書の提出を受けたときは、宿舎の貸与を決定の上、別記

第２号様式による宿舎貸与承認書を貸与を受けようとする駐留軍等労働者に所長を通じ

て交付しなければならない。

３ 局長は、宿舎の貸与の承認を受けた者から入居期限の延期の申出があったときは、入

居期限の延期を申請しようとする駐留軍等労働者から別記第３号様式による宿舎入居期

限延期申請書を所長を通じて提出させなければならない。

４ 局長は、前項の宿舎入居期限延期申請書の提出を受けたときは、宿舎の入居期限の延

長を決定の上、別記第４号様式による宿舎入居期限延期承認書を入居期限の延期を申請

しようとする駐留軍等労働者に所長を通じて交付しなければならない。

（宿舎の使用料）

第７ 宿舎の使用料は、月額によるものとし、国家公務員宿舎法施行令（昭和３３年政令

第３４１号）で定める使用料の算定方法に準じて各宿舎につき、局長が定める。

２ 新たに宿舎の貸与を受け、又はこれを明け渡したときのその月分の使用料は、日割り

により計算した額とする。

３ 局長は、宿舎の貸与を受けた駐留軍等労働者に毎月その月分の使用料を、翌月１０日

（毎年３月に限りその月末）までに、国に払い込ませなければならない。

４ 局長は、宿舎の貸与を受けた駐留軍等労働者が第９第１項第１号又は第２号に掲げる

事由に該当することとなったときは、前項の規定にかかわらず、被貸与者に、第９第１

項に定める明渡猶予期間中、毎月その月分の使用料を、その月末までに、国に払い込ま

せなければならない。

（宿舎の使用上の義務）

第８ 局長は、被貸与者に次に掲げる事項を守らせなければならない。



（１）善良な管理者の注意をもってその貸与を受けた宿舎を使用すること。

（２）貸与を受けた宿舎の全部又は一部を第三者に貸し付け、又は居住の用以外の用に使

用しないこと。

（３）局長の承認を受けないで、貸与を受けた宿舎の増築、移築、改築又は修繕をしない

こと。

（４）貸与を受けた宿舎を明け渡すときは、別記第５号様式による宿舎退去届を明渡日の

７日前までに局長に届け出て、その宿舎を正常な状態において引き渡すこと。

（５）前各号に掲げる事項のほか局長が必要と認める事項

、 、 、２ 局長は 被貸与者がその責めに帰すべき事由により その貸与を受けた宿舎を滅失し

損傷し、又は汚損したときは、遅滞なく、これを原状に回復させ、又は損害を賠償させ

なければならない。ただし、その滅失、損傷又は汚損が故意又は重大な過失によらない

火災に基づくものであるときは、この限りでない。

（宿舎の明渡し等）

第９ 局長は、宿舎の貸与を受けた駐留軍等労働者が次の各号の一に該当することとなっ

たときは、その該当することとなった日から２０日以内に、被貸与者にその宿舎を明け

渡させなければならない。ただし、局長が事情やむを得ないと認めるときは、６月を限

度として明渡しを猶予することができる。

（１）駐留軍等労働者でなくなったとき。

（２）死亡したとき。

（３）転任、配置転換その他これらに類する事由によりその宿舎に居住する必要がなくな

ったとき。

（４）国の労務提供上の必要に基づき、その宿舎について先順位者が生じたため、明渡し

の必要が生じたとき。

（５）当該宿舎に居住することが適当でないと認定されたとき。

（６）国においてその宿舎を廃止するため、明渡しの必要が生じたとき。

２ 局長は、前項ただし書の規定に基づき明渡しの猶予を認めようとするときは、被貸与

者から別記第６号様式による宿舎明渡猶予申請書を所長を通じて提出させなければなら

ない。

、 、 、３ 局長は 前項の宿舎明渡猶予申請書の提出を受けたときは 明け渡すべき日を指定し



別記第７号様式による宿舎明渡猶予承認書を被貸与者に所長を通じて交付しなければな

らない。

４ 局長は、被貸与者が第８第１項各号に掲げる事項に違反し、又は第８第２項の規定に

よる局長の措置に従わない事実がある場合において、その事実が宿舎の管理に重大な支

障を及ぼすおそれがあると認められるときは、被貸与者に期限を付してその是正を要求

するとともに、被貸与者が当該期限までにその要求に従わなかったときは、被貸与者に

直ちに宿舎を明け渡させなければならない。

５ 局長は、被貸与者が明渡期限までに宿舎を明け渡さないときは、速やかに明け渡すべ

き所要の措置を講ずるとともに、被貸与者に、明渡期日の翌日から明け渡した日までの

期間に応ずる損害賠償金を課するものとする。

６ 前項の損害賠償金の額は、当該宿舎の当該期間に応ずる使用料の額の三倍に相当する

金額とする。

（債権発生等の通知）

第１０ 局長は、宿舎の貸与の承認をしたとき、又は第９第５項の規定に基づき損害賠償

金を課する決定をしたときは、国の債権の管理等に関する法律（昭和３１年法律第１１

４号。次項において「債権管理法」という ）第１２条の規定に基づき、遅滞なく歳入。

徴収官等に対し、債権の発生の通知として所要の事項を通知しなければならない。当該

通知に係る事項について変更したときも同様とする。

２ 局長は、前項の通知に係る被貸与者に、第９第１項又は第４項の規定による宿舎の明

渡しの措置を執ったとき、又は宿舎を明け渡させたときは、債権管理法第２３条の規定

に基づき、遅滞なく、歳入徴収官等に通知しなければならない。

（その他）

第１１ この要領に定めるもののほか、駐留軍等労働者の宿舎に供される行政財産の管理

に関する事務の処理に必要な事項は、地方協力局労務管理課長が定める。



(第６関係)別記第１号様式

宿舎貸与申請書

令和 年 月 日

○○防衛局長 殿

現 住 所

職 場 名

職 種 名

氏 名

下記のとおり 従業員宿舎の貸与を受けたいので申請します。

なお、同居者についても、併せて申請します。

宿舎の使用については、宿舎の使用に関する規則等に違反しないことその他不都合

があったときは一切の責任を負うことを確約します。

記

宿舎貸与申請の理由



(第６関係)別記第２号様式

宿舎貸与承認書

令和 年 月 日

職 場 名

職 種 名

氏 名 殿

○○防衛局長

下記のとおり、従業員宿舎の貸与を承認します。また、同居者についても、併せて

承認します。

記

室 番 号 専 用 面 積 使 用 料 月 額 入 居 指 定 日 備 考

入居指定日から１０日以内に入居してください。指定期限内に入居しないときは、

承認を取り消すことがあります。ただし、やむを得ない理由により指定期限内に入居

できないときは、管理人まで御連絡ください。



(第６関係)別記第３号様式

宿舎入居期限延期申請書

令和 年 月 日

○○防衛局長 殿

氏 名

宿舎入居指定日は、令和 年 月 日までとなっておりますが、次の理由か

ら、宿舎の入居期限の延期をしてくださるようお願いします。

従業員宿舎名（室番号） 従業員宿舎 （ 号室）

理 由

職 種 名

住 所

生年月日



(第６関係)別記第４号様式

宿舎入居期限延期承認書

令和 年 月 日

殿

○○防衛局長

令和 年 月 日付け貴書簡により申請のあった宿舎の入居期限の延期につい

て、下記のとおり承認します。

記

延 期 期 限 令和 年 月 日

上記のとおり宿舎の入居期限を延期しますが、できるだけ早期に入居されるようお

願いします。



(第８関係)別記第５号様式

宿 舎 退 去 届

令和 年 月 日

○○防衛局長 殿

職 場 名

職 種 名

氏 名

下記のとおり 従業員宿舎を退去しますので、お届けします。

記

１ 退去年月日 令和 年 月 日

２ 退去室番号 号室

３ 理 由

４ 退去後の住所

５ 連絡先（電話番号）



(第９関係)別記第６号様式

宿舎明渡猶予申請書

令和 年 月 日

○○防衛局長 殿

氏 名

宿舎貸与許可期限は、令和 年 月 日までとなっておりますが、次の理由

から、宿舎の明渡しを猶予してくださるようお願いします。

従業員宿舎名（室番号） 従業員宿舎 （ 号室）

理 由

職 種 名

住 所

生年月日

家 族 構 成

氏 名 申請者と 年 齢 職 業 勤 務 先

の続柄



(第９関係)別記第７号様式

宿舎明渡猶予承認書

令和 年 月 日

殿

○○防衛局長

令和 年 月 日付け貴書簡により申請のあった宿舎の明渡し猶予について、

下記のとおり承認します。

記

猶 予 期 限 令和 年 月 日

上記のとおり宿舎の明渡しを猶予しますが、できるだけ早期に転居先等を決定され

るようお願いします。



別紙第５

駐留軍関係離職者等臨時措置法第１０条第３項の規定による特別の措置に

関する事務処理要領

（目的）

、 （ 。 「 」第１ この要領は 駐留軍関係離職者等臨時措置法 昭和３３年法律第１５８号 以下 法

という ）第１０条第３項の規定による特別の措置に関する事務の処理に必要な手続を。

定めることを目的とする。

（定義）

第２ この要領において「駐留軍等労働者」とは、日本国とアメリカ合衆国との間の相互

協力及び安全保障条約に基づき日本国にあるアメリカ合衆国の軍隊（以下「アメリカ合

衆国の軍隊」という ）又は日本国とアメリカ合衆国との間の相互協力及び安全保障条。

約第六条に基づく施設及び区域並びに日本国における合衆国軍隊の地位に関する協定第

１５条第１項（ａ）に規定する諸機関に労務を提供するため、国が雇用する者をいう。

２ この要領において「職業訓練」とは、法第１０条第３項の規定を実施するため、駐留

軍等労働者に対してその者の希望により離職前に離職後の就業に必要な知識及び技能を

習得させ、又は向上させるために行う訓練をいう。

３ この要領において「受講奨励手当」とは、法第１０条第３項の特別の措置として、駐

留軍等労働者が職業訓練を受けることを容易にし、又は促進するため駐留軍等労働者に

対して支給する手当をいう。

（職業訓練の基準）

第３ 職業訓練は、駐留軍等労働者の勤務時間外に行うものとする。ただし、特にアメリ

カ合衆国の軍隊又はその関係機関の了解を得たときは、この限りでない。

２ 訓練種目は、次のとおりとする。

（１）大型自動車運転

（２）英会話

（３）造園



（４）フォークリフト運転

（５）けん引自動車運転

（６）危険物取扱

（７）移動式クレーン運転

（８）着物着付

（９）職業能力開発促進法施行規則（昭和４４年労働省令第２４号）別表第１４の２に掲

げる検定職種に係る種目

（１０） 労働安全衛生規則（昭和４７年労働省令第３２号）第６９条に規定する免許試

験に係る種目

（１１） 労働安全衛生法（昭和４７年法律第５７号）別表第１８に規定する技能講習に

係る種目

（１２） 前各号に掲げるもののほか、離職後の就業に必要と認められる種目

、 、 、３ 駐留軍等労働者ごとの訓練種目の選定に当たっては 当該労働者の職種 経験の有無

受講希望種目等を考慮し、かつ、資格取得が比較的容易なものを選定するように努める

ものとする。

（経費の負担）

第４ 職業訓練に要する経費は、国庫負担及び職業訓練を受ける者（以下「受講者」とい

う ）の個人の負担によるものとする。。

２ 国庫負担に係る経費は、入学金、受講料及び検定料とする。ただし、同種の検定料の

国庫負担は、１人１回限りとする。

３ 職業訓練に必要な教科書、個人用具、用紙その他の個人の消耗品については、受講者

の個人の負担によるものとする。

４ 受講者が所定の職業訓練を修了する前に当該訓練の受講をやめたときは、その訓練の

ために要した経費は、受講者の個人の負担によるものとする。ただし、地方防衛局長又

は地方防衛事務所長（以下「地方防衛局長等」という ）は、受講者が受講をやめた理。

由が次に掲げる事由のいずれかに該当する場合には、受講者又はその代理人若しくは相

続人からの申出により、その経費の全部又は一部を国庫負担とすることができる。

（１）受講者の公務上の負傷若しくは疾病又は通勤による負傷若しくは疾病を理由とする

離職



（２）受講者の死亡

（３）前２号に掲げるもののほか、地方防衛局長等が正当な理由があると認めた場合

５ 地方防衛局長等は、受講者又はその代理人若しくは相続人から前項ただし書きの申出

を受けたときは、受講者が受講をやめた理由を証する書類を提出させるものとする。

６ 地方防衛局長等は、第４項ただし書の規定により、その経費の全部又は一部を国庫負

担しようとするときは、地方協力局長と事前に協議しなければならない。

（職業訓練実施計画の決定等）

第５ 地方防衛局長等は、独立行政法人駐留軍等労働者労務管理機構支部長（以下「支部

長」という ）から、職業訓練の実施に係る書類の送付を受けたときは、その内容を精。

査の上、別記第１号様式による職業訓練等実施計画を決定し、支部長に通知するものと

する。

（受講者の選定）

第６ 地方防衛局長等は、受講者を選定するに当たっては、次の各号に掲げる事項に留意

しなければならない。

（１）駐留軍等労働者が、心身ともに健康で、職業訓練の期間中当該訓練に耐え、離職し

たとき速やかにこの訓練による知識及び技能を活用して他の職業に就く意思を有する

者であること。

（２）駐留軍等労働者が、訓練種目に対して適性を有する者であること。

（３）人員整理等対象者、中高年齢者及び無技能者を優先的に選考するものとすること。

２ 地方防衛局長等は、受講者を選定したときは、別記第２号様式による職業訓練受講者

選定通知書を支部長を通じて受講者に通知するものとする。

（修了証書の交付）

第７ 地方防衛局長等は、所定の職業訓練の種目を修得した者に対し、別記第３号様式に

よる修了証書を支部長を通じて交付するものとする。ただし、職業訓練の実施機関が当

該訓練を修了したことを証明する書類又は当該訓練の修了前に受講者が取得した資格取

得免許証をもって修了証書に代えることができる。



（受講奨励手当の支給）

第８ 受講奨励手当は、第７の修了証書を交付された者に対して支給する。ただし、既に

受講奨励手当の支給を受けたことがある者については、この限りでない。

２ 地方防衛局長等は、受講奨励手当の支給を申請しようとする者（以下「申請者」とい

う ）から職業訓練の修了後１０日以内に別記第４号様式による受講奨励手当支給申請。

書を支部長を通じて提出させるものとする。

（受講奨励手当の支給の決定等）

、 、 。第９ 受講奨励手当の額は 職業訓練を受講した日数に ５００円を乗じて得た額とする

２ 地方防衛局長等は、支部長から、第８第２項の受講奨励手当支給申請書の送付を受け

たときは、その内容を精査の上、受講奨励手当の支給額を決定し、別記第５号様式によ

る受講奨励手当支給決定通知書を支部長を通じて申請者に送付するものとする。

３ 地方防衛局長等は、前項の受講奨励手当支給決定通知書を申請者に送付したときは、

申請者から別記第６号様式による請求書を支部長を通じて提出させ、その内容を確認の

上、受講奨励手当を支払うものとする。

４ 地方防衛局長等は、申請者が偽りその他不正の手段によって支給を受けた場合は、支

給した受講奨励手当の全部又は一部を返還させるものとする。

（職業訓練等の結果報告等）

第１０ 地方防衛局長等は、別記第７号様式による駐留軍等労働者職業訓練実施結果報告

書を作成し、各四半期が経過した後２０日以内に地方協力局長に提出するものとする。

（その他）

第１１ この要領に定めるもののほか、法第１０条第３項の規定による特別の措置に関す

る事務の処理に必要な事項は、地方協力局労務管理課長が定める。



（第５関係）別記第１号様式

職 業 訓 練 等 実 施 計 画 （ 令 和 年 度 ）

防衛局 予算額 円

受 講 奨 励 手 当 計
実施予定時期 訓 練 種 目 訓練人員 訓 練 費

人 員 延日数 金 額( ) （ ＋ ）B A B( )A
円 人 日 円 円

注：記載事項

１ 実施予定時期の欄には、四半期別を記載する。

２ 訓練種目の欄には、当該年度に実施する訓練種目をコース別に記載する。

３ 訓練人員の欄には、当該訓練種目ごとに訓練人員を記載する。

４ 訓練費の欄には、当該訓練種目に要する経費（受講奨励手当、個人負担分を除

く ）を記載する。。

５ 受講奨励手当の人員の欄には、当該訓練種目人員を記載する。

６ 受講奨励手当の延日数の欄には、当該訓練種目人員に訓練予定日数を乗じて得

た日数を記載する。

７ 受講奨励手当の金額の欄には、延日数に受講奨励手当の日額を乗じて得た金額

を記載する。



（第６関係）別記第２号様式

令和 年 月 日

殿

防 衛 局 長

防衛事務所長

職業訓練受講者選定通知書

貴殿は、 の職業訓練受講者に選ばれましたので通知します。

ついては、下記の事項を了承の上、 月 日までに、別紙の職業訓練受講参加書を

提出して下さい。

記

１ 国庫負担に係る経費は、入学金、受講料及び検定料とします。ただし、同種の検定料

の国庫負担は、１人１回限りとします。

２ 訓練に必要な教科書、個人用具、用紙その他の個人の消耗品については、受講者の個

人の負担とします。

３ 所定の職業訓練の種目を修了する前に当該訓練の受講をやめたときは、その訓練のた

めに要した経費は、受講者の個人の負担とします。ただし、次の各号のいずれかに該当

する場合には、その経費の全部又は一部を国庫負担とします。

① 受講者の公務上の負傷若しくは疾病又は通勤による負傷若しくは疾病を理由とする

離職

② 受講者の死亡

③ 地方防衛局長又は地方防衛事務所長が正当な理由があると認めた場合

以 上

注１ この通知書の内容に不服があるときは、行政不服審査法（平成２６年法律第６８号）の規定により、この通知書

を受けた日の翌日から起算して３月以内に書面で防衛大臣に審査請求をすることができます。なお、決定があっ

たことを知った日の翌日から起算して３月以内であっても、決定の日の翌日から起算して１年を経過したときは

審査請求をすることができなくなります。

、 （ ） 、注２ この決定の取消しを求める訴訟を提起する場合は 行政事件訴訟法 昭和３７年法律第１３９号 の規定により

この決定があったことを知った日から６月以内に、国を被告として（訴訟において国を代表する者は法務大臣 、）

同法第１２条に規定する裁判所に処分の取り消しの訴えを提起することができます。なお、決定があったことを

知った日から６月以内であっても、決定の日から１年を経過した場合には処分の取消しの訴えを提起することが

できなくなります。



別 紙

防 衛 局 長

防衛事務所長 殿

職業訓練受講参加書

私は、 月 日付け職業訓練受講者選定通知書に記載の事項を了承の上、

職業訓練に参加いたします。

令和 年 月 日

住 所：

氏 名：



（第７関係）別記第３号様式

殿

修 了 証 書

貴殿は、令和 年度における の職業訓練に係る所定の課程を修了

したことを証します。

令和 年 月 日

防 衛 局 長

防衛事務所長



（第８関係）別記第４号様式

受 講 奨 励 手 当 支 給 申 請 書

1. 受 講 者 氏 名

2. 勤 務 場 所

3. 訓 練 種 目

4. 訓 練 施 設 名

5. 訓練期間及び訓練日数 年 月 日から 年 月 日まで 日

6. 5のうち訓練を受講し
日

た日数

7. 受講奨励手当申請金額
円 ※決定額 円

（ 円×6の受講日数）

上記のとおり受講奨励手当の支給を申請します。

令和 年 月 日

防 衛 局 長

防 衛 事 務 所 長 殿

現住所

氏 名

※

上記のとおり相違ないことを証明する。

令和 年 月 日 防 衛 局 長

防 衛 事 務 所 長

※印欄は記入の必要がありません。



（第９関係）別記第５号様式

殿

防 衛 局 長

防衛事務所長

受講奨励手当支給決定通知書

令和 年 月 日付け貴書簡により貴殿から支給の申請があった受講奨励

手当について、その支給額を下記のとおり決定したので通知します。

記

支給決定額： 円

支 払 日： 令和 年 月 日

注１ この通知書の内容に不服があるときは、行政不服審査法（平成２６年法律第６８号）の規定により、この通知書

を受けた日の翌日から起算して３月以内に書面で防衛大臣に審査請求をすることができます。なお、決定があっ

たことを知った日の翌日から起算して３月以内であっても、決定の日の翌日から起算して１年を経過したときは

審査請求をすることができなくなります。

、 （ ） 、注２ この決定の取消しを求める訴訟を提起する場合は 行政事件訴訟法 昭和３７年法律第１３９号 の規定により

、 （ ）、この決定があったことを知った日から６月以内に 国を被告として 訴訟において国を代表する者は法務大臣

同法第１２条に規定する裁判所に処分の取り消しの訴えを提起することができます。なお、決定があったことを

知った日から６月以内であっても、決定の日から１年を経過した場合には処分の取消しの訴えを提起することが

できなくなります。



（第９関係）別記第６号様式

令和 年 月 日

官署支出官

防衛局総務部長

防衛事務所長 殿

住 所：

氏 名：

請 求 書

受講奨励手当として、下記の金額を請求します。

記

請求金額：

金 円

振込先預金口座：

振 込 先 銀行

金融機関 支店（所）

預金種目 普 通 ・ 当 座

口座番号

※口座番号は右詰めで記入下さい。



令和 年 月 日

地 方 協 力 局 長　　殿

防 衛 局 長

  駐留軍等労働者職業訓練等実施の結果について、次のとおり報告します。

駐 留 軍 等 労 働 者 職 業 訓 練 等 実 施 結 果 報 告 書

訓練種目

受験 合格
者数 者数

開始時人員
（班数） 支給対 　 　　※

象者数 決定額
円 円 円

訓練終了時人員
（班数）

令和 年度 実施機関名

訓練期間・日数・時間

年 月 日から

／四半期分 日 時間

年 月 日まで

科 資格試験名
対象施設名

（　　　　　　　　　　　　　　）
受講奨励手当

延日数 単価 金額

訓練場所

別
記
第
７
号
様
式

（
第
１

０
関

係
）


